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平成１９年度の我が国の経済は、アメリカのサブプ

ライムローン問題に端を発した金融資本市場の変動、

原油・原材料価格の高騰が企業収益を圧迫し、企業

や家計の行動を慎重化させたため、景気回復も足踏

み状態となった。物価の動向をみると、石油製品や

食料品等で価格上昇が見られるが、国内物価全体と

しては上昇率が低い状態が続いている。一方、政府

は平成１９年６月に「経済財政改革の基本方針２００７」

を閣議決定し、これまでの改革を加速し、新たな改

革への一歩として、三つの優先課題（①成長力の強

化　②２１世紀型行財政システムの構築　③持続的で

安心できる社会の実現）についての取り組みを進め

ることとした。

平成１９年度の地方財政は、公債費が高い水準で推

移することや社会保障関係経費の自然増などにより

引き続き大幅な財源不足が生じるとともに、借入金

残高が約１９９兆円（年度末）に達するなど、極めて厳

しい状況にあった。

こうした背景の下、平成１９年度の府内市町村決算

の特徴として、以下のことが挙げられる。

① 扶助費、公債費や退職手当の増により人件費が

増加したものの、投資的経費の減などにより実質

収支は４年連続黒字となった。

② 赤字団体数については、１団体が黒字に転換し

たため、３団体となった。

③ 経常収支比率は、経常一般財源等は地方税が増

加したものの、地方譲与税、地方特例交付金等な

どが減少したため総額では減少。一方で、経常経

費充当一般財源等については、人件費が減少した

ものの、繰出金、扶助費などの増加などにより総

額で増加。結果として、前年度と比べて２.３ポイン

トの悪化となった。

Ⅰ はじめに

平成１９年度　市町村決算の概況
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以下、事項別に詳細に解説していくこととする。

（注）本稿中の数値は原則として百万円単位であるが、構成

比、増減比率等の比率については千円単位で計算したもの

を用いている。いずれの数値も四捨五入により端数処理を

している関係上、その内訳は合計と一致しない場合があ

る。

（注）また、増減額・増減率は、特に記載されていない限り平

成１８年度との比較であり、全国及び府内市町村の数値は、

特に断りのない限り指定都市及び特別区を除いている。

（注）なお、各市町村の数値は、本誌平成２０年１１月号別冊デ

ータ集に掲載されているので参照されたい。

平成１９年度の府内市町村の決算規模は、歳入が１

兆６,２９６億６０百万円で６４億２５百万円、０.４％の増、歳

出は１兆６,２１６億２百万円で７８億７３百万円、０.５％の

増となり、歳入・歳出ともに２年連続で前年度を上

回ることとなった。（表－１、図－１）

歳入歳出差引額（形式収支）は８０億５８百万円の黒

字であった。これから翌年度へ繰り越すべき財源４５

億９１百万円を差し引いた実質収支も、４年連続で３４

億６７百万円の黒字となった。（図－２）

また、単年度収支については４年ぶりに２６億７０百

万円の赤字となった。これは、地方税や地方交付税

に代表される一般財源等収入額が２０１億８１百万円、

１.７％の減となったのに対し、人件費や扶助費等に

充当される一般財源（歳出充当一般財源等）が１８７

億９百万円、１.６％の減にとどまったためである。

（図－３）

単年度収支の中に含まれる基金の積立て・取崩し

や任意に行った地方債の繰上償還といった単年度限

りの黒字要素・赤字要素を控除した実質単年度収支

についても、４年ぶりに３９億６百万円の赤字となっ

た。

歳入については、地方譲与税が３２８億２９百万円、

７０.０％の減、地方特例交付金等が１６２億６３百万円、

７５.０％の減、地方交付税が８７億１４百万円、５.６％の

減、財産収入が６９億３７百万円、３９.９％の減となった

ものの、地方税が４８６億３８百万円、６.４％の増、府支

出金が１３０億６６百万円、１７.０％の増、国庫支出金が

８２億６９百万円、４.２％の増となったことなどから、全

Ⅱ 決算規模及び決算収支
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図－１　歳入・歳出決算規模の推移

図－２　実質収支の推移

図－３　単年度収支及び実質単年度収支の推移

表－１　決算規模及び決算収支の推移
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体では６４億２５百万円、０.４％の増となった。（図－４）

歳出については、積立金が１５４億９１百万円、４８.２％

の減、普通建設事業費が９１億７９百万円、６.８％の減と

なったものの、扶助費が１４２億３２百万円、４.３％の増、

投資及び出資金・貸付金が８７億１５百万円、２８.０％の

増、物件費が７６億１４百万円、４.１％の増、人件費が

２７億２２百万円、０.７％の増となったことなどにより、

全体では７８億７３百万円、０.５％の増となった。（図－

５）

実質収支の黒字団体・赤字団体の状況をみると、

黒字団体は３８団体（２８市９町１村）で、黒字額は

８３億４９百万円となり、前年度に比べて９億４９百万円

の減となった。（表－２）

赤字団体数は、１町が黒字に転換したために、平

成１８年度から１団体減少し、３団体（３市）となっ

た。また、赤字団体の赤字額は４８億８２百万円で、１７

億２１百万円の増となった。

単年度収支の赤字団体の状況をみると、団体数は

前年度に比べて４団体増の１８団体（１６市２町）で、

赤字額は４０億１２百万円、前年度に比べて２７億６０百万

円の増となった。

平成１９年度の歳入総額は１兆６,２９６億６０百万円で、

６４億２５百万円、０.４％の増となっており、主な増減

要素は、次のとおりである。（表－３、４）

・地方税 ＋４８６億３８百万円（＋０６.４％）

・地方譲与税 △３２８億２９百万円（△７０.０％）

・地方特例交付金等△１６２億６２百万円（△７５.０％）

・地方交付税 △８７億１４百万円（△０５.６％）

・府支出金 ＋１３０億６６百万円（＋１７.０％）

なお、歳入の構成比についてみると、（表－５）の

とおりとなっている。

地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産

収入、繰入金、諸収入等の自主財源の合計は９,７７９億

Ⅲ 歳　入
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図－４　歳入決算規模の対前年度増減率の推移

表－２　黒字団体・赤字団体の推移

図－５　歳出決算規模の対前年度増減率の推移
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６３百万円で、４１５億円、４.４％の増となっており、

歳入総額に占める割合は６０.０％と２.３％の増となっ

ている。これは、主として地方税の増を要因とする

ものである。（図－６）

また、地方税、地方交付税、地方譲与税等の狭義

の一般財源は１兆４７８億４４百万円で、１０３億２０百万円、

１.０％の減となっており、歳入総額に占める割合は

６４.３％となっている。（図－７）

①　地方税

地方税は８,０８６億８０百万円で、４８６億３８百万円、
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表－３　歳入決算額の状況

表－４　歳入決算額の対前年度増減率の推移

表－５　歳入決算額の構成比の推移
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図－７　一般財源の歳入総額に占める割合の推移

４９.６　　　　　　　　　　　　　　　　９.０　　　５.７　　　　１２.６　　　５.５　　 ７.１　　　 １０.５ ４９.６　　　　　　　　　　　　　　　　９.０　　　５.７　　　　１２.６　　　５.５　　 ７.１　　　 １０.５ 

表－６　地方税の状況

図－６　自主財源の構成比の推移
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６.４％の増となっている。（表－６）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・所得割 ＋３７８億４６百万円（＋１４.５％）

平成１８年度税制改正による所得税からの税源移

譲や定率減税の廃止による増。

・法人税割 ＋５７億６２百万円（＋１０.８％）

企業収益の伸びによる法人所得の増。

・固定資産税 ＋３９億６３百万円（＋０１.３％）

うち　土地 △８億５９百万円（△００.６％）

うち　家屋 ＋４６億８８百万円（＋０３.８％）

土地が下落する一方で、新増築の家屋が増えた

ことにより固定資産税全体として増。

なお、図－８は、各税目別の対前年度増減率の推

移である。

②　地方譲与税

地方譲与税は１４０億９０百万円で、３２８億２９百万円、

７０.０％の減となっている。

税源移譲に係る所得譲与税の廃止等に伴う減によ

る。

③　地方特例交付金等

地方特例交付金等は５４億２１百万円で、１６２億６２百

万円、７５.０％の減となっている。

定率減税の廃止に伴う減税補てん特例交付金の廃

止等による減。
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図－８　税目別対前年度増減率の推移

図－９　国庫支出金の推移
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表－８　国庫支出金の状況

表－７　地方交付税の状況
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④　地方交付税

地方交付税は１,４５９億８４百万円で、８７億１４百万円、

５.６％の減となっている。（表－７）

・普通交付税 △８６億９２百万円（△６.１％）

基準財政需要額が全国を上回る減少であったこ

とに加え、基準財政収入額では、基準財政収入額

に占める割合が全国よりも比較的高い法人税割の

増加が大きく影響したため、普通交付税は減少し

た。

・特別交付税 △２２百万円（△０.２％）

⑤　国庫支出金

国庫支出金は２,０５１億１６百万円で、８２億６９百万円、

４.２％の増となっている。（表－８、図－９）

主な増要素は、以下のとおりである。

・普通建設事業費支出金

＋３３億７９百万円（＋２２.３％）

廃棄物処理施設建設に係る補助費の増など。

・その他 ＋５３億２０百万円（＋１０.３％）

児童手当交付金や障害者自立支援給付費等負担

金等の増加によるもの。

⑥　府支出金

府支出金は９００億１１百万円で、１３０億６６百万円、

１７.０％の増となっている。（表－９）

ア．国庫財源を伴うもの

４０５億６３万円、＋８１億４４百万円（＋２５.１％）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・委託金 ＋１０億１百万円（＋６１.２％）

参議院議員選挙委託金などの増による。

・その他 ＋７２億９４百万円（＋３０.６％）

児童手当交付金や障害者自立支援給付費等負担

金等の増加によるもの。

イ．府費のみのもの

４９４億４８百万円、＋４９億２２百万円（＋１１.１％）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・その他 ＋４８億１２百万円（＋１１.３％）

大阪府議会議員、大阪府知事選挙委託金の増な

どによる。

⑦　財産収入

財産収入は１０４億６５百万円で、６９億３７百万円、

３９.９％の減となっている。（表－１０）

これは、財産売払収入のうち、土地・建物が７４億

６５百万円、４６.６％の減となったのが大きな要因であ

る。

⑧　繰入金

繰入金は４１９億３２百万円で、２５億３５百万円、６.４％

の増となっている。（表－１１）
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表－９　府支出金の状況

表－１０ 財産収入の状況
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主な増減要素は、以下のとおりである。

・基金繰入金 ＋７３億２５百万円（＋２６.９％）

（内訳）

・財政調整基金 ＋１４億７４百万円（＋１６.４％）

・減債基金 △１１億４百万円（△３１.５％）

・その他特定目的基金

＋６９億５５百万円（＋４７.１％）

なお、財政調整基金から取崩しを行った団体数は、

前年度より１団体減少して２１団体となっている。ま

た、減債基金から取崩しを行った団体数は、前年度

より４団体減少して１１団体となっている。

・その他 △４６億４５百万円（△４３.８％）

その他特定目的基金からの借入金的繰入金の減

による。

⑨　諸収入

諸収入は４８８億９９百万円で、３７億９百万円、７.１％

の減となっている。（表－１２）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・雑入 ＋１１億１百万円（＋０７.４％）

・貸付金元利収入 △４５億６２百万円（△１３.４％）

土地開発公社貸付金元利収入の減などによる。
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表－１１ 繰入金の状況

表－１２ 諸収入の状況

表－１３ 地方債発行額の状況
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⑩　地方債

地方債は１,１６０億６百万円で、２５億６７百万円、

２.３％の増となっている。（表－１３、図－１０）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・退職手当債 ＋６１億４８百万円（＋８５.６％）

退職者の増加（退職手当は、前年度比１１３億４０百

万円、２４.６％の増）による発行増。（平成１８年度

から、要件を満たす場合には、定年退職、整理退

職及び勧奨退職を問わず発行が可能。）

・減税補てん債 △７２億５３百万円 （皆減）

・臨時財政対策債 △４５億１６百万円（△０９.４％）

定率減税の廃止に伴う減税補てん債の皆減や、

地方財政の財源不足が縮小したことに伴って臨時

財政対策債が減となったことなどによる。

また、歳入総額に占める地方債収入の比率（地

方債依存度）は７.１％で、０.１ポイント増加した。

（図－１１）

平成１９年度の歳出総額は、１兆６,２１６億２百万円で、

７８億７３百万円、０.５％の増となっている。

■目的別歳出の状況

目的別歳出とは、市町村の経費をその行政目的に

より区分したものであり、総務費、民生費、衛生費、

土木費、教育費など１４区分に大別される。

主な増減経費は以下のとおりである。

（表－１４、１５、１６）

・総務費 △１００億２５百万円（△０４.９％）

・民生費 ＋２３３億６７百万円（＋０４.１％）

・衛生費 ＋４８億１２百万円（＋０２.９％）

・教育費 △５５億９９百万円（△０３.３％）

・諸支出金 △３７億９８百万円（△３５.７％）

①　総務費

総務費は、１,９５６億５５百万円で、１００億２５百万円、

４.９％の減となっている。

総務費の主な増減要素は、以下のとおりである。

（表―１７）

・総務管理費 △１４１億２４百万円（△００８.２％）

基金積立金の減などによる。

・選挙費 ＋３７億６０百万円（＋１４６.４％）

参議院選挙や統一地方選挙等に係る執行経費の

Ⅳ 歳　出
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図－１０ 地方債発行額の推移
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図－１１ 地方債依存度の推移
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表－１４ 目的別歳出決算の状況

表－１５ 目的別歳出決算額の対前年度増減率の推移

表－１６ 目的別歳出決算額の構成比の推移

表－１７ 総務費の状況
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図－１２ 民生費の推移

表－１８ 民生費の状況

表－１９ 衛生費の状況
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増などによる。

性質別内訳の主な増減要素は、以下のとおりである。

・普通建設事業費 △７６億６８百万円（△４８.６％）

用地取得等に係る事業費の減などによる。

・その他 △１６５億９１百万円（△６３.５％）

基金積立金の減などによる。

・人件費 ＋９９億７３百万円（＋０８.９％）

退職手当の増などによる。

②　民生費

民生費は、５,９５０億９０百万円で、２３３億６７百万円、

４.１％の増となっている。（表－１８、図－１２）

民生費の主な増要素は、以下のとおりである。

・社会福祉費 ＋１０７億５０百万円 （＋８.３％）

平成１８年１０月に施行された障害者自立支援法に

伴う経費が１９年度は平準化されたための増。

・児童福祉費 ＋６９億８１百万円 （＋３.６％）
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図－１３ 衛生費の推移

表－２０ 土木費の状況
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児童手当制度の拡充による給付費の増などによ

る。

性質別内訳の主な増減要素は、以下のとおりである。

・扶助費 ＋１４６億４８百万円 （＋４.６％）

障害者自立支援法や児童手当の給付費の増など

による。

・繰出金 ＋５３億２百万円 （＋４.５％）

国民健康保険事業会計や介護保険事業会計に対

する繰出金の増などによる。

③　衛生費

衛生費は、１,７２０億９７百万円で、４８億１２百万円、

２.９％の増となっている。（表－１９、図－１３）

衛生費の主な増減要素は、以下のとおりである。

・清掃費 ＋４３億７百万円（＋０４.４％）

廃棄物処理施設建設事業費の増などによる。

性質別内訳の主な増減要素は、以下のとおりである。

・普通建設事業費 ＋８６億３３百万円（＋９２.３％）

廃棄物処理施設建設事業費の増などによる。

④　土木費

土木費は、２,１２２億８０百万円で、２１億７９百万円、

１.０％の増となっている。（表－２０、図－１４）

土木費の主な増減要素は、以下のとおりである。

・土木管理費 ＋２６億２０百万円（＋０９.６％）

土地開発公社への貸付金等の増などによる。

・都市計画費のうち

公園費 ＋２８億２９百万円（＋１７.９％）

公園整備に係る事業費の増などによる。

区画整理費等 ＋１８億７７百万円（＋０７.３％）

市街地再開発事業の増などによる。

下水道費 △２３億１１百万円（△０３.０％）

下水道事業会計への繰出金の減などによる。

性質別内訳の主な増減要素は、以下のとおりである。

・貸付金 ＋３２億６７百万円（＋１６.４％）

土地開発公社への貸付金の増などによる。

・繰出金 △１２億３８百万円（△１.７％）

下水道事業会計への繰出金の減などによる。

⑤　教育費

教育費は、１,６６３億３０百万円で、５５億９９百万円、

３.３％の減となっている。（表－２１、図－１５）

教育費の主な減要素は、以下のとおりである。

・体育施設費等 △１９億４２百万円（△１５.６％）

体育施設等の整備費の減などによる。

・社会教育費 △１６億７６百万円（△０４.８％）

文化施設等の整備費及び人件費の減などによる。

性質別内訳の主な減要素は、以下のとおりである。

・普通建設事業費 △４４億２９百万円（△１６.６％）

学校建設や用地取得費の減などによる。

⑥　その他

前年度繰上充用金は､前年度赤字額の減により、本

年度は２４億９７百万円、４４.２％の減となった。
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図－１４ 土木費の推移
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公債費は、臨時財政対策債の償還額の増などによ

り、１８億５５百万円、１.１％の増となった。

■性質別歳出の状況

市町村の経費をその性質別により分類すると、義

務的経費、投資的経費及びその他の経費に大別する

ことができる。（表－２２、２３、図－１６）

・義務的経費 ＋１８８億６百万円（＋２.１％）

・投資的経費 △９０億６１百万円（△６.７％）

・その他の経費 △１８億７１百万円（△０.３％）

構成比については、表－２４、図－１７のとおりである。

（１）義務的経費

①　人件費

人件費は、３,８６７億３３百万円で、２７億２２百万円、

０.７％の増となっている。また、歳出総額に占め
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図－１５ 教育費の推移

表－２１ 教育費の状況
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表－２２ 性質別歳出内訳の状況

表－２３ 性質別歳出決算額の対前年度増減率の推移

表－２４ 性質別歳出決算額の構成比の推移
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る人件費の構成比は２３.８％で、前年度と同比率と

なっている。（表－２５）

人件費の主な増減要素は、以下のとおりである。

・基本給 △６３億２５百万円（△０３.７％）

・その他手当 △１７億９１百万円（△０２.０％）

職員数の削減などによる。

・退職手当 ＋１１３億４０百万円（＋２４.６％）

退職者数の増による。

②　扶助費

扶助費は、３,４５０億８２百万円で、１４２億３１百万円、

４.３％の増となっている。また、歳出総額に占め

る扶助費の構成比は、２１.３％で、０.８ポイントの

増となっている。（表－２６）

扶助費の主な増要素は、以下のとおりである。

・児童福祉費 ＋８７億９５百万円（＋０７.７％）

児童手当の支給制度の拡充による給付費の増
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図－１６ 性質別歳出の推移

図－１７ 性質別歳出構成比の推移
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表－２５ 人件費の内訳

表－２６ 扶助費の状況

表－２７ 公債費の推移

表－２８ 地方債元利償還金の事業債別内訳
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などによる。

・社会福祉費 ＋７２億９５百万円（＋１６.６％）

平成１８年１０月に施行された障害者自立支援法

に伴う経費が１９年度は平準化されたための増。

③　公債費

公債費は、１,７７１億９２百万円で、１８億５３百万円、

１.１％の増となっている。（表－２７、図－１８）

公債費の主な増減要素は、以下のとおりである。

（表－２８）

・臨時財政対策債 ＋５５億２４百万円（＋５７.２％）

・公共用地先行取得事業債

＋３７億８９百万円（＋８５.３％）

・一般単独事業債 △５２億９３百万円（△０７.３％）

（２）投資的経費

①　普通建設事業費

投資的経費の大部分を占める普通建設事業費に

ついて、補助事業費は増加したものの、単独事業

費が減少しており、全体としては１,２５８億３１百万

円で、９１億７９百万円、６.８％の減となっている。

（表－２９）

また、歳出総額に占める普通建設事業費の構成

比は、７.８％と前年度から０.６ポイントの減となっ

ている。

普通建設事業費の財源構成は、図－１９のとおり

である。

普通建設事業費の目的別支出の主な増減要素は、
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図－１９ 普通建設事業費財源内訳構成比の推移

表－２９ 普通建設事業費の推移

図－２０ 普通建設事業費の目的別構成比の推移図－１８ 公債費・地方債発行額の推移
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以下のとおりである。

・総務費 △７６億６８百万円（△４８.６％）

用地取得費等の事業費の減などによる。

・衛生費 ＋８６億３３百万円（＋９２.３％）

廃棄物処理施設建設等などによる。

・教育費 △４４億２９百万円（△１６.６％）

学校建設や用地取得費の減などによる。

普通建設事業費の目的別構成比は、表－３０、

図－２０のとおりである。

普通建設事業費における用地取得費は、３１８億

６１百万円で、１４７億３８百万円、３１.６％の減となっ

ている。

用地取得費の主な増減要素は、以下のとおりで

ある。（表－３１）

・公園 ＋３９億３２百万円（０２０１.１％）

・その他 △１５７億２百万円（△５５.８％）

文化施設等用地に係る取得費の減などによる。
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表－３０ 普通建設事業費の目的別状況

表－３１ 用地取得費の状況

表－３２ 用地取得費の占める割合
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なお、普通建設事業費に占める用地取得費の割

合は２５.３％と、９.２ポイント減少している。（表－

３２）

②　その他

災害復旧事業費は、２億１９百万円で１億１８百万

円、１１７.１％の増となっている。

（３）その他の経費

①　物件費

物件費は、１,９１３億２５百万円で７６億１４百万円、

４.１％の増となっている。（表－３３）

主な増要素は、以下のとおりである。

・委託料 ＋５９億８５百万円 （５.７％）

参議院選挙等に係る執行経費、後期高齢者医

療制度の施行準備経費の増などによる。

②　補助費等

補助費等は、１,２４９億３３百万円で、４４億５２百万

円、３.４％の減となっている。（表－３４）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・その他 △３１億９６百万円 （△４.５％）

基金借入に係る返還金の減などによる。

③　積立金

積立金は、１６６億３７百万円で、１５４億９１百万円、

４８.２％の減となっている。

前年度は土地売却等による減債基金や施設整備

に係る基金への積立ての増があったため。
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表－３３ 物件費の状況

表－３４ 補助費等の状況

表－３５ 貸付金の状況
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④　貸付金

貸付金は、３７３億８８百万円で、８５億７８百万円、

２９.８％の増となっている。（表－３５）

土地開発公社への貸付金の増などによる。

⑤　繰出金

繰出金は、１,９７４億５０百万円で、４０億６５百万円、

２.１％の増となっている。（表－３６）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・下水道事業会計 △９億１６百万円 （△１.３％）

・国民健康保険事業会計

＋３２億８９百万円 （＋６.５％）

財源補てん的な繰出金の増などによる。

・介護保険事業会計（事業勘定）

＋９億９１百万円 （＋２.７％）

介護給付費の増などによる。

■一般財源等の充当状況

平成１９年度における府内市町村の一般財源等（注

１）の充当状況をみると、歳出に充当された一般財

源等の総額が、１兆１,５０７億８３百万円で、１８７億９百

万円、１.６％の減となるとともに、一般財源等収入額

も、１兆１,５８７億１７百万円で、２０１億８１百万円、１.７％

の減となっている｡（表－３７）

次に、歳出のうち、義務的経費に充当された一般

財源等の状況についてみると、人件費では、退職者

の増加による退職手当の増加があったものの、職員

数の削減などによる職員給の減などで、７６億３６百万

円、２.２％の減となっている。

その一方で、公債費は臨時財政対策債の償還等に

Ⅴ 財政分析等
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表－３７ 一般財源等の充当状況

表－３６ 繰出金の状況
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より４７億７４百万円、２.８％の増、扶助費が児童手当

の拡充等で、１４億５５百万円、１.３％の増となってい

る。

この結果、義務的経費全体の一般財源等の充当額

は６,３３５億７８百万円となり、１４億８百万円、０.２％

の減となっている｡

投資的経費に充当された一般財源等は、普通建設

事業の抑制傾向から、普通建設事業費が減少し、全

体で９４億１百万円、１９.７％の減となっている｡

その他の経費については、物件費が４８億４百万円、

３.２％の増、土地開発公社への貸付により、貸付金

が２１億９６百万円、９１.９％の増となったものの、補助

費等が４９億２４百万円、４.２％の減、積立金が１０４億

８０百万円、４５.０％の減となったことなどにより、そ

の他経費全体では７９億８４百万円、１.６％の減となっ

ている。

次に、図―２１より府内市町村と全国市町村におけ

る一般財源等の充当状況の構成比をみると、その他

の経費は、府内市町村、全国市町村とも同じような

構成比で推移しているものの、義務的経費では府内

市町村が、投資的経費では全国市町村がそれぞれ３

～７ポイント上回る割合で推移している｡

義務的経費の内訳（図－２２）でみると、人件費と

扶助費において府内市町村が全国市町村を上回る状

況で推移し、逆に公債費では全国市町村を下回って

推移している｡

平成１８年度におけるポイント差は、人件費が３.８

ポイント、扶助費が２.７ポイント、公債費が３.３ポイ

ントの差となっているが、近年、府内市町村では、

職員数の削減など、人件費削減に向けた取組が進めら

れており、人件費のポイント差が縮小傾向にある｡

次に、図－２３より、投資的経費の大部分を占める

普通建設事業費の構成比をみると、補助事業費、単

独事業費ともに、全国市町村が府内市町村を上回っ

ている｡

特に単独事業費は、以前は５ポイント前後の差が

あったものの、平成１８年度では２.０ポイント差とな

っており、ポイント差は小さくなってきている｡な

お、平成１８年度における普通建設事業費におけるポ

イント差は２.６ポイントとなっている｡
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図－２１ 一般財源等の充当状況
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図－２２ 一般財源等の充当状況（義務的経費）
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以上のように、府内市町村は、全国平均を上回る

義務的経費に充てる一般財源等を、単独建設事業へ

の充当を抑制することで捻出している一方、近年で

は職員数の削減など人件費への充当額を抑えること

により、義務的経費に充てる一般財源等の伸びを抑

えていることがわかる。

（注１）「Ⅴ　財政分析等」の項における「一般財源等」とは、

いわゆる狭義の一般財源のほか、交通安全対策特別交付

金、使用料・手数料などのうち、その収入が必要経費を

超過する場合の超過額、財政調整基金の取崩しによる繰

入金、臨時財政対策債などの赤字地方債など、一般財源

と同様に使用される財源を含んでいる。

■経常収支比率

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を測る指標

の一つであり、法定普通税や普通交付税などの経常

一般財源等収入が、人件費、扶助費のような経常的

な経費にどれだけ充当されたか、その割合によって

財政構造の弾力性をみようとするものである。

一般的には、都市にあっては７５％、町村にあって

は７０％程度が妥当と考えられている。

府内市町村の経常収支比率は、従来から高い比率

で推移していたが、特別減税の実施や長引く不況の

影響による地方税の減収で経常一般財源等収入が伸

び悩むなか、人口急増期に大量採用した職員の高齢

化による人件費の増加や都市基盤整備の実施による

公債費の増加などにより、平成６年度からは１３年連

続で９０％を超える非常に高い数値で推移している。

（図－２４）

平成１１年度から平成１３年度まで９５％前後で推移し

ていた数値は、平成１４年度には９７.１％と大幅に悪化

した。平成１５、１６、１７年度は９６.５％、９６.９％、

９６.３％と推移し、平成１８年度は９６.０％となり、若干

改善したものの、１９年度では９８.３％と再び大幅に悪

化した。

全国市町村においては、８０％台で推移していたも

のが、平成１６年度には９０％を超え、平成１８年度は

９０.３％となっている。府内市町村との差は、５ポイ

ント程度まで縮まっていたが、１９年度では６.３ポイ

ント差まで再び広がった。

表－３８、３９、４０より、経常収支比率の算出の基

礎数値を収入と支出に分けてみてみると、経常一般

財源等収入は、大部分を占める法定普通税が国から

地方への税源移譲に伴う市町村民税所得割の増加な

どにより４７８億５７百万円、６.９％の増となったもの

の、普通交付税が８６億９２百万円、９.４％の減、臨時

財政対策債が４５億１６百万円、１０.７％の減、税源移譲

に伴い所得譲与税が廃止となったことにより地方譲

与税が３２８億２９百万円、７０.０％の減、減税補てん特

例交付金の廃止による地方特例交付金が１６２億６２百

万円、７５.０％の減と大幅に減ったことにより、全体

では２１７億３６百万円、２.１％の減となった。

一方、経常経費充当一般財源等は、職員数の削減

等により、人件費充当分が５１億８百万円、１.５％の

減となったものの、扶助費充当分が１５億６９百万円、

１.４％の増、公債費充当分で１４億３６百万円、０.９％

の増となったことや、繰出金充当分が３９億４９百万円、

２.９％の増となり、とりわけ国民健康保険（事業勘

定）会計、介護保険（保険事業勘定）会計及び老人

保健医療会計への繰出しについては、３会計合計で

３８億１５百万円、４.７％の増加となっている（表－４１）。

全体としては２３億３８百万円、０.２％の増加となった。

このように経常一般財源等収入が減少したうえ、

経常経費充当一般財源等は扶助費及び繰出金充当分

が増加したため、図―２５、表－４２のとおり、経常収

支比率は前年度より悪化する結果となった｡

また、表－４３より経常収支比率の段階区分によ

る団体数の状況をみると、平成１９年度においては、

１００％以上の団体が、昨年度より６団体増加して１７

団体となり、９０％以上の団体も全体の９割以上を占
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図－２３ 一般財源等の充当状況（普通建設事業費）

 自治大阪2009.2月号  09.3.9 16:48  ページ 47



48 自治大阪 ／ 2009 － 2

87.4

35.1
35.9 35.8

96.5

15.9

19.5

29.3

87.4

90.5 90.2

34.7 33.4

96.9 96.3

15.7 16.0

19.7 20.1

28.4 29.5

90.3
92.0

32.4 32.6

96.0
98.3

16.0 16.4

19.9
19.8

28.9 28.2

40.7
42.442.1

39.438.9

82.0
84.0

95.1 94.3
96.7 95.8 94.9

97.1

図－２４ 経常収支比率の推移

表－３８ 経常経費充当一般財源等の状況

表－３９ 経常一般財源等収入の増減率

表－４０ 経常経費充当一般財源等の増減率
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めており、依然として、府内市町村の財政構造の硬

直化は深刻な状況となっている｡

■健全化判断比率等

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以

下、「健全化法」という。）に基づき、地方公共団体

は、前年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足

比率を算定することとなっている。平成１９年度決算

については、健全化判断比率等の算定、公表等に関

する規定が施行となり、平成２０年度決算からは財政

健全化計画等に関する規定等を含め、全面的に施行

されることとなっている。

平成１９年度決算に基づく府内市町村の各健全化判

断比率等の状況は次のとおりとなっている。

なお、詳細については、「Ⅵ　特別分析」を参照さ

れたい。

①　実質赤字比率

実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等を

対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

である。したがって、実質赤字額がなければ比率と

しては存在しない。

表－４４は、府内市町村の都市別、町村別に実質赤

字額がある団体、連結実質赤字額がある団体、実質

公債費比率の加重平均、将来負担比率の加重平均を

49自治大阪 ／ 2009 － 2

表－４３ 経常収支比率の段階区分による団体数

図－２５ 経常一般財源等収入及び経常経費充当一般財源等の推移

表－４１ 公営企業及び公営事業会計への繰出しの状況

表－４２ 経常収支比率の内訳
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一覧にしたものである。府内で実質赤字額がある団

体は、３市となっている。

②　連結実質赤字比率

連結実質赤字比率とは、地方公共団体の全会計を

対象とした実質赤字額または資金不足額の標準財政

規模に対する比率である。したがって、実質赤字比

率と同様、連結実質赤字額がなければ比率としては

存在しないことになる。

なお、「Ⅳ　特別分析」でも触れるが、連結実質赤

字額がなかったとしても、国民健康保険事業会計や

病院事業会計などの個々の会計を見ると、赤字額が

存在することもあるため、それぞれの会計の状況に

着目することが重要である。

表－４４より、府内で連結実質赤字額がある団体は、

８市１町となっている。

③　実質公債費比率

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利

償還金及び準元利償還金の標準財政規模（正確には

標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要

額算入額を控除した額）に対する比率である。

また、この比率が１８％以上の団体は、地方債の発

行に総務大臣又は知事の許可を要し、２５％以上の団

体は起債の制限を受けることになっている。（ただ

し、経過措置として当分の間、平成１７年度の地方債

許可方針に定める起債制限比率が２０％未満であった

団体については、一定の条件のもとで許可を行う。）

府内市町村の実質公債費比率は、７.５％と前年度

と比較して大幅に減少した｡ 一方、全国市町村にお

ける実質公債費比率は、１２.３％と前年度に比べ２.８

ポイント減少し、府内市町村とのポイント差は４.８

ポイントとなっている。（表－４５）

また、実質公債費比率を段階別にみると、平成１９

年度の地方債の発行において知事の許可が必要とな

る１８％以上の団体は昨年度より６団体減少し１団体

となった。

④　将来負担比率

将来負担比率とは、地方公社や損失補償を行って

いる出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団

体の一般会計等が将来負担すべき地方債の現在高や

退職手当の支給見込みなどの実質的な負債の標準財

政規模（正確には標準財政規模から元利償還金等に

係る基準財政需要額算入額を控除した額）に対する

比率である。団体が将来負担すべき額に充当可能な

基金や特定財源などの合計額が、将来負担額を上回

る場合には、比率は存在しない。

表－４４より、府内市町村の平均は９２.９％となって

いる。

⑤　資金不足比率

資金不足額は、公営企業ごとの資金の不足額の事

業の規模に対する比率である。資金の不足額とは、

公営企業における資金収支不足の累積額を捉えるも

のである。

資金不足額がなければ実質赤字比率等と同様に、

比率としては存在しない。

なお、下水道事業会計においては、事業の性質上、

構造的に生じている資金不足額を「解消可能資金不

足額」として控除することができるため、比率が存

在しないことをもって資金不足額がないということ

ではない点に注意が必要である。

表－４６より、府内で資金不足比率がある公営企業

数は下水道事業が２団体、病院事業が７団体、宅地

造成事業が２団体、観光事業が１団体となっている。
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表－４５ 実質公債費比率の推移と段階別団体数の状況

表－４６ 資金不足額がある会計数

表－４４ 府内市町村の健全化判断比率の状況
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■将来にわたる財政負担

地方公共団体の財政状況をみるには、単年度の収

支状況のみでなく、地方債や債務負担行為等のよう

に、将来にわたって財政負担となるものや、年度間

の財政調整を図り、将来における弾力的な財政運営

のために財源を留保する積立金等の状況などについ

ても、併せて総合的に把握しておく必要がある。府

内市町村における状況は次のとおりとなっている。

①　地方債現在高

平成１９年度における地方債現在高は、１兆５,７０４億

４０百万円で、２８５億３９百万円、１.８％の減となってい

る。（図－２６、表－４７）

これは、赤字地方債である臨時財政対策債が３２９

億４７百万円、１０.２％の増となっているものの、一般

単独事業債が３５３億３９百万円、６.３％の減、学校教育

施設等整備事業債が８０億３百万円の減となったこと

をはじめ、ほとんどの事業債で前年度を下回る状況

となったことが要因と考えられる｡

また、図－２７、表－４７、４８より、地方債現在高

の事業別構成比をみると、従来同様、地方単独事業

の推進により著しい伸びを示した一般単独事業債が

最大の構成比となっている状況には変わりはないも

のの、減税補てん債と臨時財政対策債の２つの赤字

地方債を併せるとこれに次ぐ大きい構成比を示す状

況となっている｡

府内市町村における地方債現在高は、普通建設事

業費の抑制傾向のなか、平成１１年度には減少に転じ

たものの、平成１３年度に臨時財政対策債が導入され

たことで再び増加傾向を示し、平成１６年度から再び
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表－４８ 地方債現在高と構成比の推移

図－２６　地方債現在高の対前年度増減率の推移

－1.8

－2.0

表－４７ 地方債現在高の状況
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減少することとなった。

一方、府内市町村と全国市町村の事業別構成比を

みると、平成１１年度以降、府内市町村でも構成比の

大きい一般単独事業債が全国市町村の構成比を上回

る状況にあるが、近年その差は縮まっており、平成

１８年度ではポイント差が０.８ポイントまでになって

いる｡

図－２８をみると、平成１４年度まで横ばいで推移し

ていた地方債現在高の人口一人当たりの額は、一旦

増加となったが、平成１７年度より減少に転じており、

平成１９年度では３００千円を切り２９５.２千円となった。

これは、現在高総額での状況と同じく、一般単独事

業債や学校教育施設等整備事業債などが減少したこ

となどが主な原因と考えられる｡また、平成１８年度に

おける全国市町村の地方債現在高の人口一人当たり

の額は４１９.０千円となっており、府内市町村を１１８.６

千円上回る額となり、減少傾向とはいえ府内市町村

も減少しており、その差は拡大傾向にある｡

次に、図－２９より、平成１９年度の地方債現在高の

標準財政規模に対する比率は１６２％となっており、前

年度を３ポイント下回っている。

全国市町村については、平成１８年度の対標準財政

規模に対する比率は１９３％となっており、府内市町

村を３４ポイント上回り、標準財政規模のほぼ２倍と

なっている｡

②　積立金現在高

府内市町村の積立金現在高は、普通交付税や地方

譲与税等の減収による財源不足を補うための取崩し

により、１６８億３５百万円、６.１％の減となっている｡

（図－３０、表－４９）

内訳をみると、財政調整基金では３２億７９百万円、

３.９％の減、減債基金では１９億７百万円、８.２％の

減、その他特定目的基金では１１６億４８百万円、７.０％
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の減となっている｡

図－３１より、積立金現在高の人口一人当たり額を

みると、平成１９年度では４８.６千円となり、平成１８年

度に一旦増加したものの、再び減少することになっ

た。全国市町村については、平成１８年度の人口一人

当たりの額は７１.２千円となっており、府内市町村を

１９.４千円上回っている。

図－３２、表－５０の積立金現在高の標準財政規模に

対する割合を見ると、平成１９年度においては、積立

金合計で２６.６％となり、前年度を１.８ポイント下回

った。積立金別では、財政調整基金が８.４ポイント

で前年度より０.３ポイント、減債基金は２.２％で０.２
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図－３０　積立金現在高の推移

表－４９ 積立金現在高の状況

図－３１　積立金現在高人口一人当たり額の推移
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ポイント、その他特定目的基金が１６.０％で１.２ポイ

ントと、全ての基金において標準財政規模に対する

割合が減少している。

③　債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額

府内市町村の債務負担行為に基づく翌年度以降支

出予定額は、３,１７５億３０百万円で、２３５億１７百万円、

９.３％の減となっている。（表－５１）

これは、「製造･工事の請負に係るもの」が１１７億

２７百万円、１９.５％の大幅な減となったことが大きく

影響している｡

④　将来にわたる実質的な財政負担

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額に地

方債現在高を加えたものから、積立金現在高を差し

引いた「将来にわたる実質的な財政負担」は、１兆

６,２９２億２７百万円で、３５２億８２百万円、２.１％の減と

なっている。（図－３３、表－５２）

これは、積立金現在高が１６８億３４百万円、６.１％の

減となったものの、債務負担行為に基づく翌年度以

降支出予定額が２３５億１７百万円、６.９％の減、地方債

現在高が２８５億９９百万円、１.８％の減となったことに

よるものである。

また、「将来にわたる実質的な財政負担」の標準財
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図－３２　積立金の標準財政規模に対する割合

表－５０ 積立金の標準財政規模に対する割合
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政規模に対する割合については、平成１８年度から横

ばいの１.７％となった｡

また、全国市町村との比較では、平成１５年度から

４年連続で全国市町村が０.１ポイント上回ることと

なった。

■府内市町村のバランスシート

バランスシートは、行政活動のうち、特に投資事

業にスポットを当て、資産形成とそれに対する地方

債や補助金等の状況を一覧的に明らかにするもので

ある。（表－５３）

府内市町村のバランスシートは、平成２０年３月３１
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表－５１ 債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額の状況

図－３３　将来にわたる実質的な財政負担

表－５２ 将来にわたる実質的な財政負担

 自治大阪2009.2月号  09.3.9 16:48  ページ 55



日現在で、総資産が６兆６,８２１億４３万円、負債が１兆

９,７２２億１７百万円となり、正味資産は４兆７,０９９億２６

百万円となっている。また、総資産に占める負債の

割合は２９.５％となっている。

資産の部の内訳をみると、有形固定資産が６兆

１,７９５億８９百万円で、総資産に占める割合は９２.５％

となっている。

一方、負債の部の内訳をみると、地方債が固定負

債、流動負債を合わせて１兆５,７０４億４０百万円で、負

債に占める割合は７９.６％となっている。

また、次に割合の大きい退職給与引当金は３,７３９

億８３百万円で、負債の１９.０％を占めている。なお、

正味資産の部では、地方税等の一般財源等が３兆

７,０９３億６３百万円で、全体の７６.１％を占めている。

次に、表－５４より府内市町村における住民一人あ

たりのバランスシートを見ると、総資産が１,２５６,０２７

円、負債が３７０,７１３円となり、正味資産は８８５,３１４円

となっている。

公会計の整備については、「行政改革の重要指針

（平成１７年１２月２４日閣議決定）」等により、貸借対照

表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変

動計算書の４表を作成していくことが、要請されて

いる。また、平成１９年１０月１８日には、総務省より

「新地方公会計制度実務研究会報告書」が公表され、

「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」という２

つのモデルの作成要領が示されるとともに、同日付
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表－５３
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事務連絡にて、資産･債務改革の方向性と具体的な施

策の策定及び「健全化法」の本格施行にともない、

全ての団体が平成２１年度までに作成することが改め

て要請されている。今後、資産・債務に関する情報

開示と適正な管理を進めるためにも、早急に上記財

務書類の整備に取組み、積極的な活用を図られたい。

（注）今回作成した府内市町村のバランスシートは、「地方公

共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」

（平成１２年３月）に基づくものである。

■はじめに

平成１９年６月に「健全化法」が施行されたのは周

知のとおりである。

健全化法は、従来の地方財政再建促進特別措置法

の課題に対応するため、①早期是正・再生という観

点からの分かりやすい財政情報の開示や正確性の担

保、②自主的な努力・改善による早期健全化の機会

Ⅵ 特別分析 ～府内市町村の健全化
判断比率等の状況について～
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表－５４
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の創設、③普通会計を中心としたフロー指標に併せ、

公社・第三セクター等を含めた実質的な負債を捉え

るストック指標の導入などが規定されている。

さらに健全化判断比率等が一定の基準を超過した

場合は、外部監査の実施や「財政健全化計画」、「財

政再生計画」の策定等が義務付けられている。また、

これらの計画の実施状況によっては、国等の一定の

関与が認められるものとなっている。

今年度においては、法施行後、初めて健全化判断

比率及び資金不足比率の算定を行ったところである。

健全化判断比率等の各指標は、法令等に基づき、

各地方公共団体が自ら算定するものであり、各地方

公共団体は算定した財政指標を客観的に分析し、自

ら財政の健全化につなげることが期待されている。

今回の特別分析では、表面的な算定結果ではわか

らない問題点や留意すべき事項等について、分析を

行うこととする。

○　実質赤字比率

実質赤字比率は、一般会計等の実質赤字額に着目

した比率であり、表４４より、府内市町村では３市で

実質赤字が生じている。一般会計等は地方公共団体

の財政の根幹となる部分であり、健全な財政運営の

ためには収支均衡が大前提である。そのため、実質

赤字比率が早期健全化基準を上回った場合は言うま

でもないが、他の比率が早期健全化基準を上回った

場合の計画策定においても、実質赤字額がある場合

には、収支均衡を実質的に回復するための方策が必

要とされている。実質赤字が生じている団体はもち

ろんのこと、毎年、基金を取り崩すことで収支均衡

を図っている団体についても、収入の範囲内で予算

を組む努力が必要である。

○　連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対

象とした比率であり、表４４のとおり、府内で連結実

質赤字額がある団体は、８市１町となっている。

ここで注意しなければならないのは、結果として

連結実質赤字額は生じていないが、個々の会計を見

た場合に赤字が生じている団体である。

表５５は、連結実質赤字比率を構成する一般会計等、

公営事業会計、公営企業会計の区分での赤字額や団

体数を表したものである。

公営事業会計を見てみると、２２団体で赤字が生じ

ており、そこから連結実質赤字が生じている９団体

を除いた団体については、一般会計をはじめ、その

他の公営企業会計等で生じた黒字によって赤字が相

殺されている。連結実質赤字比率をみれば、赤字額

がないため、表面上は、健全性が確保されているも

のと考えられるが、個々の会計単位で見ていくと、

必ずしも健全とはいえない。このような団体につい

ては、言うまでもないが、当該赤字会計の赤字要因

を明らかにし、改善に向けた取組が必要である。

○　実質公債費比率

府内市町村の実質公債費比率は、７.５％と前年度

と比較して６.２ポイントの大幅な改善となった。

これは、１９年度の算定より、都市計画事業に係る

公債費の償還に充当した都市計画税を特定財源とし

て算入することとなったことが要因である。

表５６は、実質公債費比率において都市計画税を算

入した場合としない場合の比率、前年度との比較を

表したものである。まず、平成１９年度の実質公債費

比率（Ａ欄）と前年度（Ｃ欄）を比べると、町村で

は、都市計画税の収入がない団体が多いため、０.３

ポイントの減少であるのに対して、都市では６.４ポイ

ント、市町村計では、６.２ポイントの大幅な改善と

なっている。
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また、地方債許可基準である１８％を超過する団体

については、前年度の７団体から１団体に減少して

いる。

次に、仮に都市計画税を算入しなかった場合（Ｂ

欄）と前年度の実質公債費比率を比べると、都市が

０.２ポイントの減少であるのに対し、町村では１.０ポ

イントの増加であり、結果として市町村計では０.２

ポイントの改善にとどまっている。

また、１８％を超過する団体については、前年度と

比べて２団体増加し９団体となり、さらに、早期健

全化基準の２５％を超過する団体が１団体発生するこ

ととなる。

つまり、平成１９年度の実質公債費比率は、算定方

法に変更があったことから、数値は大きく改善した

かに見えるが、事実上、平成１８年度の状況と大きな

変動はない。

各市町村においては、この状況を十分認識したう

えで財政運営を行うとともに、議会、住民等に対し

ても、説明等を行うことが必要である。

○　将来負担比率

将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等が将

来負担すべき額を指標化したものであり、その構成

要素としては地方債の現在高、債務負担行為に基づ

く支出予定額、公営企業債等繰入見込額、退職手当

負担見込額等がある。各市町村においては、どのよ

うな要素にどれぐらいの将来負担額があるのかを明

らかにすることが非常に重要である。

表５７は、将来負担比率の構成要素を一覧にしたも

のである。地方債の現在高及び公営企業債等繰入見

込額の合計額が、将来負担額全体の約８割を占める

結果となっている。

公社・第三セクターの健全化等を進めることは、

当然のことであるが、将来負担額の大部分を占める

地方債の現在高及び公営企業債等繰入見込額をどの

ように減らしていくかが、今後の大きな課題である。

地方債や公営企業債については、繰上償還でも行

わない限り、劇的に減少することはない。健全な財

政運営を行うためには、今後の建設事業の計画、地

方債発行の予定、公債費の償還予定などの状況を勘

案しつつ、事業の選択と集中や優先順位等を明確に

し、計画的に地方債等の残高を減らしていくことが

必要である。

また、実質公債費比率と同様、将来負担比率の算

定においても、充当可能財源として都市計画税を算

入することとなっている。

健全化法の制度設計の中で、結果的に都市計画税

が特定財源として扱われるようになったものである
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が、仮に、特定財源として扱われなかった場合の将

来負担比率の状況を表５８で表した。

都市計画税を算入した場合と算入しない場合とで

は、町村では、都市計画税の収入がない団体が多い

ため影響が小さく１５.５ポイントの改善であるのに

対して、都市部では６９.２ポイント、市町村計では、

６７.１ポイントの大幅な改善となっている。

また、将来負担比率が早期健全化基準の３５０％を

超過する団体は１団体であるが、都市計画税を算入

しない場合は３団体に増加することとなる。先にも

触れたが、これらの３団体は結果的に都市計画税が

特定財源として扱われるようになったため、基準を

超過しなかったものであることを認識し、健全化に

向けた取組を行うことが必要である。

○　資金不足比率

資金不足額が生じている公営企業は表４６のとおり

であるが、ここで注意しなければならないのは、健

全化法の算定において、結果として資金不足額が生

じていないが、各会計の決算においては、資金不足

が生じている事業がある。

これは、健全化法において、資金不足比率の算定

にあたり、事業の性質上やむをえず赤字が生じる場

合があることを考慮し、資金不足額から「解消可能

資金不足額」を控除した結果、資金不足額が解消さ

れたものである。あくまでも比率の算定上、資金不

足が解消されたものであり、各会計の決算において、

資金不足額が解消されたものではない。

表５９は、解消可能資金不足額により資金不足額が

減少した額及び事業名、団体数を表したものである。

このうち、下水道事業については、資金不足比率が

生じているのは２団体（表４６参照）であるが、比率

の算定上、資金不足が解消された団体は１０団体もあ

る。これらの団体は、当該赤字会計において、料金

改定や収納対策による収入確保、事業計画の見直しや

歳出削減等により収支改善を図ることが必要である。

■まとめ

今回は健全化法における健全化判断比率等の算定

結果だけでは、見えない問題点等について分析を行

った。

健全化法では、普通会計だけではなく、公営企業

や公社、第三セクター等を含めた各団体トータルの

フロー、ストックの両面から見た指標が規定されて

いる。

また、各地方公共団体の財政状況の健全性を分か

りやすくするため、客観的に指標化したものである

が、健全化判断比率等だけでは、表面化しない問題

点もある。

各市町村におかれては、赤字会計の健全化は当然

のこと、各会計の抱える課題の把握とその改善方策

の検討が非常に重要なものである。

今回の分析のような視点も役立てていただき、健

全な財政運営に努めていただきたい。

府内市町村では、住民の生活や福祉の向上を図り、

個性豊かで魅力ある街づくりを推進するため、道路

や都市公園等の公共施設の整備に努めている。これ

ら主要な公共施設の整備状況の概要は、次のとおり

である。なお、府内の各市町村の数値は、本誌平成

２１年３月号別冊に掲載予定であるので参照されたい。

Ⅶ 公共施設の状況
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（１）道路

平成２０年４月１日現在における市町村道の実延長は

１万１,３１４㎞（対前年度比０.８％増）、面積は７０,０４０千

㎡（同０.０４％増）である。これらを１０年前（平成

１０年４月１日現在）と比べると、実延長は８.４％増、

面積は１０.９％増となっている。

（２）公営住宅

平成１９年度末における公営住宅等（公営住宅法

（昭和２６年法律第１９３号）に基づく公営住宅、住宅地

区改良法（昭和３５年法律第８４号）に基づく改良住宅

及び地方公共団体が独自に建設する単独住宅）の総

戸数は２３,４１０戸であり、前年度と比べると３３２戸増

加（１.４％増）となっている。これを１０年前（平成

９年度末）と比べると６８１戸増加（３.０％増）となっ

ている。また、公営住宅等総戸数に占める公営住宅

の割合は６６.９％（前年度６７.１％）となっている。

（３）公園

平成１９年度末現在における都市公園等（地方公共

団体等が都市計画区域内において設置し、管理して

いる施設で、公園としての実態を備え、一般の利用

に供しているものを含む。なお、児童遊園は除く。）

の数は４,９３６箇所（対前年度比１.０％増）で、その面

積は３２,４４４千㎡（同０.０４％増）となっている。ま

た、これらを１０年前（平成９年度末）と比べると、

都市公園等の箇所数は１,３０７箇所増加（３６.０％増）、

その面積も５,０８１千㎡増加（１８.６％増）となってい

る。

都市公園等を設置者別にみると、市町村が設置し

たものが４,９１８箇所（対前年度比１.０％増）、２１,７１３

千㎡（同０.１％減）で、総箇所数の９９.６％、総面積

の６６.９％を占めている。

（４）下水処理施設

汚水（し尿及び生活雑排水）及び雨水を処理する

施設としては、公共下水道（特定環境保全公共下水

道を含む。以下、この項において同じ。）、農業集落

排水施設、漁業集落排水施設等があり、また、汚水

を処理する施設としては、合併処理浄化槽等がある。

これらの下水処理施設については、財政措置の充実

が図られていることもあり、近年の環境保全意識の

向上とともに、各地域の実態に即した整備が進めら

れている。

これらの下水処理施設の中でも中心的な施設であ

る公共下水道についてみると、平成１９年度末におけ

る現在排水人口（供用開始している排水区域内人口）

は、４,６９３千人で、前年度と比べると１.４％増となっ

ている。これを１０年前（平成９年度末）と比べると、

１,０６３千人の増加（２９.３％増）となっている。

また、平成１９年度末における合併処理浄化槽の処

理人口は２７２千人（対前年度比１.９％減）となってい

る。これを１０年前（平成９年度末）と比べると、合

併処理浄化槽の処理人口は８７千人減少（２４.２％減）

となっている。

なお、し尿については、上記の下水処理施設によ

る処理のほか、し尿処理施設処理、下水道マンホー

ル投入等による収集処理及び単独浄化槽等による自

家処理が行われている。平成１９年度末のし尿処理施

設処理人口は３１３千人（対前年度比４.２％減）、し尿

処理施設年間総収集量は４２７千ｋｌ（同５.０％減）と

なっている。これらを１０年前（平成９年度末）と

比べると、し尿処理施設処理人口は４９６千人減少

（６１.３％減）、し尿処理施設年間総収集量は４２４千ｋｌ

減少（４９.８％減）となっている。下水処理施設等に

よる処理の増加により、し尿処理施設処理人口・年

間総収集量とも、年々減少している。

（５）ごみ処理施設

ごみの処理は、焼却処理、埋立処理、高速堆肥化

処理等の収集処理のほか、自家処理により行われて

いる。平成１９年度末における収集処理人口は５,３９６

千人（対前年度比０.１％減）で、その年間総収集量

は１,９５９千ｔ（同３.７％減）となっている。

また、これらを１０年前（平成９年度末）と比べる

と、収集処理人口は０.６千人増加（０.０１％増）、年間

総収集量は２３１千ｔ減少（１０.５％減）となっている。

（６）保育所

平成１９年１０月１日現在における公立の保育所数（季
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節保育所を除く。）は２９６箇所、延面積は２６３千㎡と

なっており、前年同期と比べると１０箇所減少（３.３％

減）、７千㎡減少（２.６％減）となっている。

また、これらを１０年前（平成９年１０月１日現在）

と比べると、箇所数は５８箇所減少（１６.４％減）、延

面積は３９千㎡減少（１２.９％減）となっている。

（７）高齢者福祉施設

平成１９年１０月１日現在における公立の老人ホーム

（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び軽費老人

ホーム）数は１０箇所で、前年同期と同じ施設数とな

っている。また、これを１０年前（平成９年１０月１日

現在）と比べても同じ施設数となっている。老人ホ

ームの箇所数を種類別にみると、養護老人ホームが

７箇所、特別養護老人ホームが３箇所となっている。

（８）高等学校

平成２０年５月１日現在における公立高等学校数は

２校で、前年同期と同じ学校数となっている。また、

これを１０年前（平成１０年５月１日現在）と比べても、

同じ学校数となっている。

（９）文化及び体育施設

ア．文化施設

平成１９年度末現在の公立の文化施設の状況は、次

のとおりである。

市民会館及び公会堂は８９箇所（前年度と同じ）で、

延面積は４１５千㎡（対前年度比０.０４％減）となって

いる。また、これらを１０年前（平成９年度末）と比

べると、１１箇所増加（１４.１％増）、延面積は６６千㎡

増加（１８.９％増）となっている。

図書館は９６館（前年度と同じ）となっている。ま

た、これを１０年前（平成９年度末）と比べると、１６

館増加（２０.０％増）となっている。

博物館（美術館、動物園、水族館等を含む。）は６

館（前年度と同じ）となっている。また、これを１０

年前（平成９年度末）と比べると、３館増加となっ

ている。

イ．体育施設

平成１９年度末現在の公立の体育施設の状況は、次

のとおりである。

体育館は８７箇所（対前年度比１箇所増）となって

いる。また、これを１０年前（平成９年度末）と比べ

ると、３箇所増加（３.６％増）となっている。

陸上競技場は１３箇所（前年度と同じ）となってい

る。また、これは１０年前（平成９年度末）と比べて

も同じである。

野球場は６０箇所（前年度と同じ）となっている。

また、これを１０年前（平成９年度末）と比べると、

１箇所減少（１.６％減）となっている。

プールは１１９箇所（対前年度比１箇所増）となっ

ている。また、これを１０年前（平成９年度末）と比

べると、７箇所減少（５.６％減）となっている。

平成１９年度府内市町村決算は、実質収支が４年連

続で黒字となったものの、単年度収支が４年ぶりに

赤字となったため、黒字幅は縮小した。

経常収支比率は、府内市町村で９８.３％となり、前

年度より２.３ポイント悪化している。経常収支比率

が１００％を超える市町村数は６団体増えて１７団体と

なっており、これ以外の市町村においてもほとんど

が９０％を超えていることから、財政構造の硬直化は

深刻な状況である。

また、財政調整基金の取崩しで収支不足を補って

いる市町村が約半数あり、一部の市町村では基金や

特別会計からの借入を行っているところもある。加

えて、基金積立金の残高は年々減少している一方で、

地方債残高は約１兆６千億円、標準財政規模の１.５

倍となっており、今後の大きな財政負担になるもの

である。

府内市町村の財政状況は、１９年度決算において、

歳出額の増加が歳入の伸びを上回ることとなってい

る。また地方交付税をはじめとする地方財政制度の

先行きも不透明であることや、アメリカ発の金融危

機の影響により、景気が悪化していることから、今

後も厳しい財政運営を迫られるものと考えられる。

府内市町村においては、既に述べたような人件費

の削減や普通建設事業費の抑制のほかにも使用料・

Ⅷ おわりに
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手数料の改定や未利用地の財産売却などによる収入

確保、民間委託の推進などの事務事業の見直しや施

設の統廃合による歳出抑制など、歳入・歳出両面に

わたり財政健全化に関する取組みを進めてきた。こ

うした取組みは一定の効果があったと思われる。し

かしながら、経常収支比率をはじめとする決算数値

をみる限り、こうした取組が財政構造を抜本的に改

善させたとまではいえない。今後も引き続き、歳入

確保・歳出削減に向けて、各団体の置かれている状

況や特徴を踏まえ、これまでにない新たな視点や独

自の工夫を凝らした取組が必要である。

また、平成１９年６月に成立した「健全化法」の規

定に基づき、各団体において健全化判断比率等の算

定及び公表を行ったところである。平成２１年４月１

日に「健全化法」が全面的に施行されることを踏ま

えると、健全化判断比率等のいずれかが基準を超え

た場合、当該年度の末日までに財政健全化計画等の

策定や、それに伴う個別外部監査の要求及び議会の

議決が必要となる。したがって、平成２０年度決算に

おいて、これらに該当することが見込まれる団体に

ついては、必要な準備を早急に進めていただきたい。

また、すべての健全化判断比率等が基準を下回って

いる団体についても、実質赤字額や資金不足額等が

ある場合には、その解消に向けた取組を進める必要

があることはいうまでもない。

一方、平成２１年度は、「行革推進法」や「地方行革

新指針」において資産・債務改革の方向性と具体的

な施策を策定することとされている期限である。こ

の資産・債務改革を進めるためには、平成１９年１０月

に公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」

に基づき固定資産台帳の整備や資産評価を行ったう

えで財務書類を整備し、資産・債務の実態把握と情

報開示をあわせて行うことが非常に重要である。各

団体においては、これらの取組を進め、資産・債務

の管理体制の見直しや資産の有効活用等に積極的に

取組んでいただきたい。

我が国の地方自治制度は、平成７年の地方分権推

進法の施行に始まる第１期地方分権改革や、三位一

体改革による税財源等の移譲を経て、国と地方の役

割の明確化等、更なる地方分権に進むべく改革を継

続しているところである。地方分権をより一層推進

していくためには、その主役となる地方公共団体が、

安定した財政基盤のもと、地方自治を行うことが非

常に重要である。そのため、従来の考え方だけにと

らわれることなく、様々な視点から自己分析・評価

を行い、それを広く分かりやすく情報開示しつつ、

必要な取組を進めることにより、財政健全化を積極

的に推進していく必要がある。
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